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１ はじめに 

  この「農林水産関係試験研究推進構想（森林等自然環境の部）」（以下「推進構

想」という。）は、「環境農政局農林水産試験研究推進要綱」に基づいて、自然環

境保全センターにおける今後５年間（2017～2021 年度）に取り組む研究開発の方向

性や研究目標、研究課題を定めたものである。 

  今期の推進構想を策定するにあたっては、神奈川県における森林・自然環境行政

における当センター研究部門の役割を踏まえて、昨期の推進構想における達成状況

と課題を整理した。そして、「神奈川県科学技術政策大綱」の推進方向の一つであ

る「自然環境の保全・再生に向けた活動を推進し、研究成果を県民生活につなげ、

生活の質の向上を実現すること」を念頭に置き、研究目標とそれを達成するための

研究課題を見直した。また、研究推進にあたってはＩＣＴ（情報通信技術）の活用

や科学技術を担う次代の人材を育成するといった新たな視点も盛り込んだ。 

 

２ 森林及び自然環境に関する国・県の施策の動向 

近年は地球温暖化の進行が危機的な状況にあって、私たちの社会の発展は、環境

負荷を増やしながら成長をしていくというこれまでのスタイルから、自然環境を守

り資源の有効利用などにも配慮していく「持続可能な社会」への転換が必要となっ

ており、森林や自然環境の保全に関する施策は現在大きな転換点にある。 

こうした中で、自然から得られる恵み（生態系サービス）によって私たちの暮ら

しも支えられているという認識のもと、このような生態系サービスを将来にわたっ

て持続的に享受できるよう荒廃した森林や損なわれた自然を再生していくことが広

く求められており、その実現のために国や県による様々な計画が策定されている。

（図－１） 

特に本県においては、丹沢山地を始めとした森林地帯が、人々に親しまれている

身近な大自然であるとともに、910 万人を超える県民の貴重な水の恵みの源泉とな

っている。しかし、近年は林業活動の低迷に伴う人工林の劣化やニホンジカ（以下

「シカ」という。）の高密度化による林床植生の衰退、複合的な要因によるブナ等

自然林の衰退など、至るところで自然環境の新たな問題が顕在化し、生物の多様性

や森林の公益的機能の低下が懸念されてきた。このため、県は 2007年度から「丹沢

大山自然再生計画」、「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」に基づく森

林の保全・再生に関する対策を開始しており、徐々に成果を上げつつある。これら

の県計画は、2017 年度からは第３期５か年計画となり、引き続き科学的情報・知見

や技術に支えられた効果的な対策を推進していくことで着実な成果を積上げ、さら

にその成果を県民に分かりやすく示すことが求められている。 

 

 



3 

 

 

 

図－１ 生態系サービスの持続的享受を目的とした国、県の施策 

 

３ 自然環境保全センター及び研究部門の役割 

当センターは、緑関連施策の効果的な展開並びに森林等の自然環境の保全再生を

推進するための実行機関として、森林研究所を始めとした既存の５事務所を統合し

2000 年４月に設立された。「丹沢大山自然再生計画」や「かながわ水源環境保全・

再生実行５か年計画」といった森林地域を中心とする自然環境に関する施策は、予

測の難しい自然生態系を対象としており、対策を効果的に推進していくためには、

仮説（計画）をたてて対策を行いその検証結果に基づき次の対策を見直ししていく

「順応的管理」に沿って進めていく必要がある。 

このようなことから、当センターでは、この順応的管理における計画（Ｐｌａ

ｎ）・実効（Ｄｏ）・検証（Ｃｈｅｃｋ）・見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の各段階を企

画・事業・普及・研究の各部門が担い、一体として業務を推進している。（図－２） 

当センターの研究部門は、計画策定のための科学的情報・知見の提供、事業実施

にかかる対策技術の開発、事業効果のモニタリング・総合的解析、さらにこれらの

一連の取組から得られる科学的情報の蓄積といった役割が求められており、そのよ

うな認識の元に調査研究に取り組んできた。 
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図－２ 自然環境施策を支える研究機能 

 

４ 昨期推進構想における成果と今後に向けた課題 

昨期推進構想（2012～2016 年度）においては、「丹沢大山の自然環境モニタリン

グと再生技術開発」、「水源林など公益性の高い森林再生技術開発」の２つを研究

開発の基本方向に据えて、「丹沢大山の自然環境モニタリングと再生技術開発」、

「効果的な水源林の整備に関する研究開発」、「野生動物と共存できる森林管理技

術開発」の３つの重点研究課題について取り組んできた。これらの重点課題は、

「丹沢大山自然再生計画」、「第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計

画」、「第３次神奈川県ニ

ホンジカ管理計画」等の計

画に基づいたものであり、

それぞれプロジェクト型総

合研究や事業連携による研

究として実施した。 

その結果、ブナ林の衰退

機構の解明に著しい進展が

あり、再生技術の開発が進

んだことや、モニタリング

結果の事業への反映など、

多くの成果を得ることがで

きた。             図－３ ブナ林衰退の要因と複合影響 
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写真２ 薬剤注入によるブナハバチ 

防除技術の開発 

 

 

 

写真１ 研究成果の活用例（水源林整備の手引き） 

 

特に水源環境保全・再生実行５か年計画においては、第１期（2007～2011 年度）、

第２期（2012～2016 年度）を通じて水源地域の森林を対象として行われた公的管

理・支援によって森林整備が推進されたが、その効果検証のために当センターが実

施した各種モニタリングの成果は、2015 年に水源環境保全・再生かながわ県民会議

が県に提出した総合的な評価（中間評価）報告書では、「森林の保全・再生にかか

る事業が進捗し、下層植生衰退地での植生回復と土壌の保全が漸次進んでいること

から、現時点では、水源地域の森林の水源かん養機能や森林生態系の健全化は維

持・向上の方向にあると考えられる。引き続き、モニタリングを継続し検証を進め

る必要がある。」とされ、施策の評価に活用されたところである。 

一方で、各種対策の進展に伴い、今後の対策の推進に向けた様々な課題も見えて

きている。（表－１） 

たとえば、丹沢大山国定公園の特別保護地区を中心とする自然度の高い奥山域で

は、ブナ林再生にかかるブナハバチの防除による生態系影響など、各種対策と生態

系との相互作用を一層注意深く把握する必要がある。このため、今後は順応的管理

における対策とモニタリング・検証の連携を一層充実させ、モニタリング調査や総

合解析で得られた科学的知見を適時に研究部門から事業部門で提供し両輪で進める

ことによって、段階的かつ着実に計画を推進していくことが求められている。 

水源地域では、水源林整備やシカ管理対策の進捗に伴い、対策を実施した箇所で

は下層植生の回復・土壌の保全といった効果（１次的アウトカム<成果>）が現れて

おり、今後は、それらが波及して水源かん養機能改善や生物多様性機能といった２

次的アウトカムに繋がることを検証することが一層重要となる。また、契約による
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公的管理森林に関しては契約満了となる箇所が今後増加することから、環境林ある

いは資源循環林といったそれぞれの位置づけに応じた今後の森林管理のあり方が検

討されており、それらを実行するための各種の技術開発・改良が今後必要となる。 

さらに、丹沢山地全域で推進されているシカ管理対策に関しては、管理捕獲等の

強化によりシカの生息密度は低減傾向にあり、一部の地域では植生の回復の兆しが

みえてきている。しかし、全域でのシカの高密度化の解消には至っておらず、生態

系に及ぼす影響も依然として大きいため、シカの管理捕獲の効率を一層あげる工夫

が求められている。また、このシカ管理対策実施の根拠として、シカの生態系への

影響とその時系列推移を客観的指標により的確に把握することが必須であることか

ら、特に今後は、一度劣化した植生がシカ捕獲効果によって回復する過程のシカ影

響評価手法の確立と植生を含めた生物多様性回復の目標像の具体化が必要となる。 

 

表－１ 昨期推進構想の重点研究課題の成果と課題 

基本

方向 
成 果 今後の課題 

丹
沢
大
山
の
自
然
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
再
生
技
術
開
発 

●ブナ林生態系モニタリングと健全性評価手

法の開発 

・大気汚染（オゾン）、水ストレス、ブナハ

バチの個別影響や複合作用を裏付ける知見

が集積し、衰退機構の解明に著しい進展が

みられた。 

・各種モニタリングデータの解析によりブナ

林の衰退リスク評価を行い、事業を支援す

る再生優先地マップを作成した。 

・ブナ林健全性評価と衰退リス

クマップの更新 

・ブナ林再生事業の効果検証 

 

 

 

●ブナハバチ密度抑制手法の開発 

・ブナハバチの生態を明らかにし、生態に対

応した効果的な防除方法と発生予察を組み

合わせた防除体系を考案した。 

・ブナハバチの大発生の仕組み

の解明と再生事業の実施方法

技術の改良 

 

 

●ブナ林生態系の再生技術の改良 

・林冠ギャップサイズの違いによる更新稚樹

の再生のしやすさを明らかにした。 

 希少植物の回復には植生保護柵の早期の設

置が重要であることを示した。 

・更新木および希少植物の再生

と成長を効果的に促進するた

めの再生事業の実施方法技術

の改良 
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基本

方向 
成 果 今後の課題 

●ブナ林におけるシカ管理手法開発 

・植生保護柵を改良した囲いワナによるシカ

誘引捕獲試験を行い、ブナ林においてシカ

を効果的に誘引できる時期や時間帯を明ら

かにした。 

・シカ密度が低下した地点での

捕獲効率の向上 

効
果
的
な
水
源
林
の
整
備
に
関
す
る
研
究
開
発 

●水源林の整備効果の検証と整備技術開発 

・シカが高密度に生息するスギ・ヒノキ林に

おいて、間伐により下層植生が増加するこ

とを実証した。 

・シカが生息する広葉樹林では、受光伐で林

床植被率が増加しないことを明らかにし、

シカ対策と土壌保全対策を主体にすること

を提案し、事業に反映された。 

・対照流域法調査の事前モニタリングにより

４か所の試験流域における水源環境の特性

を把握した。 

・水循環モデルによる宮ヶ瀬ダム上流域のシ

ミュレーション解析を行い、下層植生が豊

富になる事業効果によって地表流が減少

し、年間の河川流量の差が小さくなる予測

結果を得た。 

・水源林の整備が森林生態系に及ぼす効果把

握調査において、短期的には間伐が下層植

生を増加させ、植生を介在して土壌動物や

昆虫の多様性に正の効果があることが確か

められた。 

・返還森林の目標林型への誘導

状況把握と、施業技術の改良 

・シカが低密度の水源林（小仏

山地と箱根外輪山）における

シカ影響把握のモニタリング

システムの構築 

 

 

・各試験流域における調査の着

実な継続と水源かん養機能の

維持向上の検証 

・調査・モデル解析結果の統合

による水源かん養機能の維持

向上に向けた見解整理と公表 

・より長期の効果把握と、行動

圏の広い鳥類や哺乳類に及ぼ

す影響の評価 

 

●シカ森林一体的推進手法の開発 

・間伐後にシカを捕獲した地域の一部で林床

植生が増加したことを確認した。 

 

・植生の増加要因としてのシカ

捕獲と施業、植生遷移を個別

に検討 
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基本

方向 
成 果 今後の課題 

●スギ・ヒノキ花粉症対策品種開発と実用化 

・全国で初めて両性不稔の無花粉ヒノキを選

抜し実用化研究を実施した。 

・閉鎖系採種園における無花粉スギ発現率低

下原因を明らかにし、発現率を理論値に近

づけることができた。 

・スギ・ヒノキの花粉飛散予測と飛散量調査

を実施した。 

 

・雄性不稔となる無花粉ヒノキ

の選抜と早期実用化 

・無花粉苗木を使用した更新・

保育作業の効率化 

・より精度の高い花粉飛散予測

と花粉削減の手法検討 

 

野
生
動
物
と
共
存
で
き
る
森
林
管
理
技
術
開
発 

●大型野生獣と森林生態系のモニタリング 

・「シカ管理事業」で植生回復指標として活

用されているシカ累積利用圧調査（植生劣

化度）の利点と限界が明らかにされた。 

・柵内外を対とした 56 地点の植生定点調査

から、シカ密度が低下している地点では、

林床植被率が高まり、稚樹高もわずかに増

加したことを把握した。 

・シカの密度低減下における生

物多様性回復の評価手法の開

発 

・シカと森林の統合管理手法の

確立 

 

●効果的なシカ管理手法開発 

・シカの出没頻度の時系列変化について検討

を行った。 

●地理情報システムを活用した総合解析・情

報提供手法開発 

 

 

 

５ 新たな研究開発の方向と研究目標・研究課題 

  昨期の推進構想に基づき当センター研究部門が連携、支援を行ってきた「丹沢大

山自然再生計画」、「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」、「神奈川県

ニホンジカ管理計画」に基づく事業は成果を着実にあげてきており、いずれも 2017

年度から始まる５か年計画では、これまでの対策を継続、または拡充して成果を一

層充実させることとしている。そこで、今期の推進構想においては、事業の進展に

合わせて、各種対策の長期的な効果検証などのモニタリング調査や、研究成果の活

用支援、各種技術開発等の事業支援を今まで以上に充実、強化して継続し、残され

た課題に取り組むことを基本とした。 

また、既存計画における森林の保全・再生の方向性を考慮し、研究体系の若干の

組み替えを行った。（図－４） 
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 図－４ 今期と昨期の推進構想の関係 

 

  研究の長期目標は、森林など自然環境からの生態系サービスを将来にわたって享

受ができる社会の実現を目指して、「多様で豊かな自然環境の保全・再生と活用」

とした。研究開発の方向は、県の森林等自然環境関連施策における研究部門として

の役割を一層明確化し、「森林生態系の保全・再生の支援」とした。 

  研究目標の設定にあたっては、既存計画である「かながわ森林再生 50 年構想」や

「丹沢大山自然再生計画」における各ゾーンまたは景観域ごとの再生の方向性を踏

襲し、それぞれの森林生態系の保全・再生にかかる研究目標を設定した。 

すなわち、自然度が高くブナ等自然林の再生を目指す標高 800m以上を中心とした

奥山域の研究目標は「ブナ林再生事業の順応的推進手法の開発」、一部の人工林の

資源循環と二次林も含んだ地域全体の公益的機能の再生対策が展開されている標高

300～800mを中心とした山地域の研究目標は「水源林の公益的機能の検証・評価と

管理技術の改良」、さらに広域的な取組みを必要とするシカ管理対策に着目し全域

に共通した研究目標として「ニホンジカの統合的管理手法の確立」を設定し、それ

ぞれの研究目標ごとに各種県計画の推進にあたり必要な個別研究課題を位置づけた。 

そして個別研究課題は、昨期推進構想で進めてきた研究課題の発展的継続を基本

におき、新たに顕在化した問題にも対応した、重要性の高いものを設定した。（表

－２） 

(

(

2012 2016 2017 2021
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表－２ 研究開発の方向と研究目標・課題 

研究開発の

方向 

研究目標 

    （景観域） 
研究課題 

森林生態系

の保全・再

生の支援 

ブナ林再生事業

の順応的推進手

法の開発（奥山

域） 

 

①総合モニタリングによる再生事業の効果検証 

( 新規)  

②ブナ林健全性評価と衰退リスクマップの更新 

③ブナ林再生手法の改良 

 

水源林の公益的

機能の評価・検

証と管理技術の

改良（山地域） 

①対照流域法調査による水源施策の 2 次的アウト

カム（水源かん養機能の向上）の検証 

②森林生態系効果把握調査による水源施策の 2 次

的アウトカム（生態系の健全化）の検証 

③スギ・ヒノキの人工林の管理技術の改良 ( 一部

新規)  

④混交林の管理技術の改良（一部新規） 

 

ニホンジカの統

合的管理手法の

確立（全森林

域） 

①シカ密度低減下における生物多様性回復の評価

手法の開発（新規） 

②シカ捕獲支援技術の開発（新規） 

③シカと森林の統合管理手法の確立 

 

 

６ 研究目標と研究課題 

（１）研究目標  ブナ林再生事業の順応的推進手法の開発（奥山域） 

＜背景・主旨＞ 

丹沢山地の奥山域では 1980 年代にブナ林の衰退が顕在化して以降、1993 年から

行われた「丹沢大山自然環境総合調査」、2004 年から行われた「丹沢大山総合調査」

を通じてその衰退の実態が明らかとなり、ブナ林の衰退に歯止めをかけ再生を目指

すべく、各総合調査の後に策定された「丹沢大山保全計画」や「丹沢大山自然再生

計画」の主要な施策としてブナ林の保全・再生を位置づけて、2007 年からは、個人

県民税の超過課税である水源環境保全税を活用しながら、県内の研究機関や大学等

との調査研究プロジェクトを進めてきた。 

プロジェクトによりブナ林衰退の原因解明を進めていく過程で衰退要因が大気汚

染と植生退行等に伴う水分ストレス、ブナハバチの大発生による複合要因である知

見が集積され、それらを踏まえたブナ林再生のための取組として、ブナハバチ対策

や林冠ギャップ（以下、ギャップ）における森林再生、ブナ林の健全性評価手法等
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に関する技術開発が進められた。第３期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計

画（2017～2021 年度）及び第３期丹沢大山自然再生計画（2017～2021 年度）では、

これらの手法と既存の土壌保全対策やシカ対策とを組み合わせたブナ林再生事業を

段階的に実施することとしている。 

そこで奥山域の森林生態系の保全・再生の推進に向け、これまでの衰退原因の解

明から再生事業の支援に軸足を移し、再生の基盤データであるオゾンやブナハバチ

等の衰退要因モニタリングを継続するとともに、リスクマップ等によるブナ林の健

全性評価の実施と手法の改良、事業による天然更新の状況や植生回復に伴う土壌環

境等の改善状況の把握による事業効果の検証、そして、ブナハバチ対策やギャップ

閉鎖等の再生手法を改良することにより、ブナ林再生事業の順応的な推進を図る。 

国定公園特別保護地区のような自然度の高い場所で事業を実施するにあたっては、

ブナ林生態系への短期及び中長期の影響を注視する必要があることから、丹沢大山

自然再生委員会の意見や事業検証を踏まえながら、順応的に実施するものとする。 

 

＜５年後の目標＞ 

衰退リスクマップ及び各種モニタリングに基づき、効果的・順応的なブナ林再生

事業の進め方を確立し、現存するブナの枯死とギャップの拡大に歯止めをかける。 

 

＜研究課題＞ 

①総合モニタリングによる再生事業の効果検証（新規） 

・事業実施地で更新木の密度や生育状況、希少植物を含む植生の種組成と構造をモ

ニタリングし、ブナ林再生に果たす柵やシカ捕獲の効果を検証する。 

・事業実施地での植生回復に伴う土壌環境やブナハバチ及びその天敵、その他の生

物への中長期的な影響を把握し、大発生の原因解明と密度抑制の手法を検討する。 

②ブナ林健全性評価の実施と衰退リスクマップの更新 

・再生の基盤データである大気・気象やブナハバチをＩＣＴを活用しながら継続し

てモニタリングし、中長期の動態を把握する。 

・立地環境やギャップの拡大あるいは閉鎖に伴う水ストレス等の衰退要因の作用の

変化を診断し、影響が軽減される森林の状態を明らかにする。 

・衰退リスクマップを各種モニタリング結果に基づき順応的に更新・改良すること

でより高い精度で再生優先地を抽出し、衰退リスクに応じた事業の効果的な実施を

支援する。 

③ブナ林再生手法の改良 

・薬剤注入等のブナハバチ防除の効果的かつ環境負荷の少ない実施方法を明らかに

し、発生予察等との組み合わせによる防除体系を確立する。 

・大規模ギャップ地等での更新試験を継続して、ギャップの早期閉鎖を目指した更
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新を促進する手法を開発する。 

・各種モニタリングの知見を基に、ブナ等自然林を早期に再生するための柵の配置

やシカの影響を軽減するための柵を活用した捕獲試験の実施など、奥山での効果的

なシカ対策の方法を検証する。 

 

＜研究の推進体制＞ 

 環境科学センター、農業技術センター、東海大学、京都府立大学、酪農学園大学等

によるプロジェクト研究を中心に、生命の星・地球博物館、森林総合研究所などとの

共同研究のほか、調査会社などへの委託も併用しながら推進する。また所内の自然保

護公園部の野生生物担当、自然公園担当、かながわパークレンジャー、自然公園指導

員、ＮＰＯ等と連携しながら、シカ捕獲、ブナハバチ発生や希少種情報などの必要な

情報収集、再生事業とあわせた総合的なモニタリングの実施などを図る。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 大気・気象観測施設（丹沢檜洞丸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５  保全・再生マップ例（蛭ヶ岳～丹沢山） 
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ブナ林再生事業の順応的推進手法の開発（奥山域）の取組 体系図 

 

 

 

 

 

＜計画推進＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５年後の目標＞ 

 

 

 

 

＜長期目標＞ 

 

○現状 ブナ林の衰退機構の解明が著しく進展し、再生技術の開発が進んだが、依然

としてブナハバチの大発生等による衰退が続いている。 

○課題 ブナ林の健全性評価及びリスクマップに基づく段階的な対策事業の実施と 

効果検証 

① 総合 

モニタリング 

 

・ブナハバチ密度 

・ハバチ天敵 

・生物影響 

・土壌環境 

・樹木更新 

・植生、希少植物 

 

 

 

技術マニュアル 

の改定 

リスクマップ更新 

ブナ林再生事業 

【主要事業】 

・ブナハバチ防除 

・植生保護対策 

・土壌保全対策 

・シカ管理捕獲 

 

とりまとめ 

公表 

③ ブナ林再生手法 

改良 

 

・ブナハバチ防除技術

開発 

・更新促進技術開発 

・奥山シカ捕獲技術開

発 

・衰退リスクマップ手

法改良 

事業効果 

【１次的アウトカム】 

・下層植生の回復 

・森林の更新確保 

・シカ採食圧の低下 

 

【2 次的アウトカム】 

・現存ブナの保全 

・ギャップの閉鎖 

②ブナ林健全性の 

評価 

（衰退実態・要因

の広域 モニタ

リング） 

 

・植生景観変化   

・大気・気象 

・水ストレス 

・シカ生息状況  

       等 

 

  

 

 

検証・評価 

鬱蒼とし生き物が豊かなブナ林の再生 

丹沢大山自然再生計画（第３期）／第３期水源環境保全・再生実行５か年計画 

＜事業展開＞        ＜技術開発＞      ＜モニタリング・評価＞ 

 

衰退リスクマップ及び各種モニタリングに基づき、効果的・順応的なブナ林再生事業の

進め方を確立し、現存するブナの枯死とギャップの拡大に歯止めをかける。 
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（２）研究目標  水源林の公益的機能の評価・検証と管理技術の改良（山地域） 

＜背景・主旨＞ 

近年、県内水源地域の山地域では、人工林の手入れ遅れやシカの影響により下草植

生の衰退や土壌流出といった課題があり、森林の公益的機能の低下が危惧されてきた。 

この対策として 2007年度から推進されているかながわ水源環境保全・再生実行５か

年計画は 2016年度末で第２期５か年計画期間が終了し、「水源環境保全・再生施策大

綱」の全体計画 20 年の折り返し点を迎えている。前半 10 年間の対策の実施により効

果は徐々に見えてきていることから、第３期５か年計画においても、それらの効果を

一層充実させるよう大部分の対策は継続・拡充される方向である。 

当センターにおいては、前半の 10 年間に実施したモニタリング調査により、対策を

実施した箇所では下層植生が回復し土壌が保全されることを明らかにし、それらの効

果を県民に説明することができた。加えて、得られた科学的知見を元にした各種技術

開発等の事業支援など順応的管理による施策の推進を支えてきた。 

後半の 10 年は、全体計画 20 年間の最終目標である「将来にわたる良質な水の安定

的確保」を評価するための科学的知見について、モニタリング調査の結果を元に提供

することが求められる。つまり、これまでの下層植生の回復に加えて、それが森林内

の生態系の健全化に波及し、さらに下流への水の流出の安定化や水の濁りの低減等に

波及することを検証し結果を提供する必要がある。このため、当センターにおいては、

今期推進構想の期間に、最終的な成果の骨格をある程度取りまとめて提示することを

目標として、ＩＣＴ活用による効率化も図りつつ必要なモニタリング調査を継続する

とともに、科学的知見の集積・総合解析や外部学識者も交えた検討を進める必要があ

る。 

また、水源の森林づくり事業等で公的管理・支援を行ってきた森林は、契約満了に

伴い、ある程度のシカ影響下であっても森林の公益的機能を持続しながら、森林所有

者が資源循環が可能な人工林として管理する、あるいは混交林等の環境林として管理

することが求められるので、それを技術面で支援していくことが将来の大きな課題で

ある。 

 特にスギ・ヒノキの人工林の更新の過程における無花粉化は、社会問題となってい

る花粉症を解決し、県民生活の質の向上に直結するものであり、早期の技術開発は喫

緊の課題である。 

 

＜５年後の目標＞ 

水源環境保全・再生施策大綱の全体計画期間（2007～2027 年度）の最終評価に向け

て、統合的評価指標である２次的アウトカムにかかる最終検証成果の骨格を構築する。 

 スギ・ヒノキの無花粉品種の実用化を実現し、神奈川の地域特性に対応した更新手

法を提案する。 
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＜研究課題＞ 

①対照流域法調査による水源施策の２次的アウトカム（水源かん養機能の向上）の検

証 

・県内４地域の各対照流域試験地におけるこれまでの水・土・森林植生や水生生物

のモニタリング調査の成果を統合し、一般論でなく実際のデータを踏まえた神奈川

県の水源林の水源かん養機能の仕組みに関する見解を整理するとともに、それを踏

まえて、より重点的なモニタリング項目に研究資源を集中し、施策の最終評価や県

民への施策効果説明に向けた研究成果を着実に蓄積する。さらに、研究成果を事業

に反映させるための技術資料作成等によって、順応的管理による施策の推進を支え

る。 

②森林生態系効果把握調査による水源施策の 2 次的アウトカム（生態系の健全化）の

検証 

・より長期の森林生態系に対する効果把握のため、同一箇所での 2 順目の調査を行

うとともに、明瞭な関係が見い出せなかった行動圏の広い鳥類や哺乳類に及ぼす影

響の評価について解析方法等を再検討し、再調査を行うとともに、流域スケールで

の評価を検討する。 

③スギ・ヒノキの人工林の管理技術の改良（一部新規） 

・人工林において資源循環を円滑に進める鍵となるスギ・ヒノキの無花粉品種の実

用化を加速するとともに、コンテナ苗による育苗、造林等、それを軸とした更新作

業（伐採～植栽～保育）の効率化技術を検討する。 

④混交林の管理技術の改良（一部新規） 

・水源林整備地の植生モニタリングを継続して動態を把握するとともに混交林を目

標林型とする森林について、目標林型への誘導状況を把握するモニタリングを新た

に始めて、今後の管理手法を検討する。 

 

＜研究の推進体制＞ 

 東京大学、東京農工大学などの共同研

究機関と連携するほか、調査会社や NPO

等への委託も活用しながら調査を実行す

る。さらに、庁内の関係所属、森林管理

署、地元市町村等との関係機関と連携し、

水源施策の評価を担う水源環境保全・再

生かながわ県民会議との調整を行いなが

ら、モニタリング調査・検証の推進、水

源林整備手法の検討などを推進する。 

                   写真４ 定点流量・水質観測（ヌタノ沢） 
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水源林の公益的機能の評価・検証と管理技術の改良（山地域）の取組 体系図 

 

 

 

 

 

＜計画推進＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５年後の目標＞ 

 

 

 

 

＜長期目標＞ 

個別事業モニタリング 

① 森林整備モニタリ

ング 

・林床植生 

・土壌浸食 

・光環境 

・シカ影響 

・混交林誘導状況  

等 

 

② 対照流域法調査 

・水量・水質 

・土砂流出 

・動植物影響 etc.  

 

③ 森林生態系効果 

把握調査 

・植生 

・土壌動物 

・鳥類、哺乳類  

等 

 

 

 

 

森林管理技術改良 

 

① 人工林管理技術 

・無花粉品種実用化 

・資源循環林更新 

・保育効率化技術 

 

② 混交林管理技術 

・誘導方法 

・評価手法 

森林の保全・再生事業 

【主要事業】 

・水源の森林づくり 

・土壌保全対策 

・シカ管理捕獲 

 

技術マニュアル 

無花粉新品種 

 

とりまとめ 

公表 

 
【１次的アウトカム】 
・下層植生の回復 
・土壌流出の防止 
 
【２次的アウトカム】 
・水源かん養機能の 

向上 
・生態系の健全化 

事業効果 

○現状  森林整備の進捗により手入れ遅れ森林は減少し、下層植生の増加や土壌保

全の効果が現れてきている。 

○課題  対策事業を効果的に推進するための各種技術開発や事業効果検証及び県民   

への情報提供の継続・強化と持続可能な森林管理の検討 

検証・評価 

＜事業展開＞        ＜技術開発＞      ＜モニタリング・評価＞ 

 

多様な生態系サービスを享受できる水源林の保全・再生 

水源環境保全・再生施策大綱の全体計画期間（2007～2027 年度）の最終評価に向けて、

統合的評価指標である２次的アウトカムにかかる最終検証成果の骨格を構築する。 

丹沢大山自然再生計画（第３期）／第３期水源環境保全・再生実行５か年計画 
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（３）研究目標  ニホンジカの統合的管理手法の確立（全森林域） 

＜背景・主旨＞ 

猟犬を用いた巻狩（組猟）によるシカ管理捕獲や、ワイルドライフレンジャーの配

置による高標高域の山陵部での管理捕獲を実施したことにより、シカの生息数は減少

傾向にあり、これらの取組を継続することにより、シカ生息密度が低下した森林では、

林床植生の回復が確認されるようになった。 

しかし山域全体を見るとシカの高密度化の解消には至っておらず、奥山から山地に

かけ、広域にわたり森林生態系に及ぼす影響は依然として大きく、また、近年は丹沢

山地周辺への生息域の拡大が見られることから、密度低減に向けた捕獲などの対策と

シカの管理を包含した森林管理の手法の確立が急がれている。 

そこで、今期は、前期まで行われてきた各種植生モニタリング計画について、セン

サーカメラの設置を含むモニタリング項目、方法の共通化、実施場所等の見直しを行

い、また新たなモニタリング地点を設置してシカ影響についての広域な把握が可能と

なる体制を構築する。 

今後シカの密度低下に伴い植生がどのように回復していくのかをこれらのモニタリ

ングによって明らかにしていくとともに、モニタリングデータとワイルドライフレン

ジャーの捕獲記録のデータを統合し総合解析して、ＩＣＴの活用等によるシカ動向の

予測等効果的な捕獲を支援する技術の検討をシカ管理捕獲の実施部門と連携して行う。 

 

＜５年後の目標＞ 

ワイルドライフレンジャー等による管理捕獲の捕獲効率向上に資する捕獲支援技術を開

発する。 

森林整備において目指す生物多様性回復の指針となる生物多様性回復レベル評価技術を

開発する。 

 

＜研究課題＞ 

①シカ密度低減下における生物多様性回復の評価手法の開発（新規） 

・シカ生息域の拡大に対応して、現在実施している植生モニタリングを活用しつつ、

必要なポイントを新設し、シカの影響を広域で把握する 

・今後想定される低密度下で、劣化した植生がどのように回復し、ほかの生物種へ

影響を及ぼすのかを自然林と人工林でモニタリングを行い、生物多様性回復の目標

像を明らかにして回復レベルの評価手法を開発する。 

②シカ捕獲支援技術の開発（新規） 

・シカ出現頻度、植生状況、地形等のモニタリング情報と、捕獲個体や捕獲状況、

天候、季節等捕獲記録情報を統合し、総合解析してシカ動向の予測等により、捕獲

効率の高い効果的な捕獲を支援する技術開発の検討を行うとともに、ワイルドライ
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フレンジャーの捕獲と連携した省力的かつ効率的な捕獲支援技術について、奥山域

に新設する植生保護柵を用いた現地試験を行う。 

③シカ・森林の統合的管理手法の確立 

・シカの管理を包含した森林管理の手法を確立するための知見を、前期に引き続き

集積し、総合解析を行う。 

 

＜研究の推進体制＞ 

 専門性にすぐれた調査会社への委託などにより推進する。所内の自然保護公園部の

ワイルドライフレンジャー等の野生生物管理、公園管理、パークレンジャー、自然公

園巡視員、NPOと連携しながら、シカの生息・捕獲情報や希少種情報などの必要な情

報収集、再生事業とあわせたモニタリングの実施などを図る。 

 

 

 写真５ ワイルドライフレンジャーによる 

     稜線部でのシカ捕獲 

 

 

 写真６ 森林で高密度化するニホンジカ 
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ニホンジカの統合的管理手法の確立研究（全森林域）の取組 体系図 

 

 

 

＜計画推進＞ 
 

＜計画推進＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５年後の目標＞ 

 

 

 

 

＜長期目標＞ 

○現状  丹沢大山地域ではシカ管理捕獲の効果で密度の低下傾向があるが、植生   

回復箇所は一部に止まっている。また、シカの移動、流入により生息域が   

周辺に拡大しつつある。 

〇課題  シカの生息密度を低密度に保ち、生態系の健全維持が可能な森林の管理 

シカモニタリング 

 

① シカ影響広域モニ

タリング 

・林床植生 

・土壌浸食 

・光環境 

・シカ影響 

・混交林誘導状況  

等 

 

森林生態系効果把握

調査（再掲） 

 

② シカ個体群モニタ

リング 

・密度分布調査 

・捕獲個体分析 

（栄養状態、妊娠率、

齢構成他） 

・行動特性    等 

 

シカ・森林の統合的

管理手法開発 

 

③ 生物多様性回復

レベル評価技術 

 

④ シカ捕獲支援 

技術 

 

 

各種管理事業 

【主要事業】 

・個体数調整 

・生息環境整備 

（森林整備、 

植生保護柵） 

 

技術マニュアル 

 

とりまとめ 

公表 

【1 次的アウトカム】 

・下層植生の回復 
・土壌保全 
・シカ個体数の低減 
 
【２次的アウトカム】 

・生態系の健全化 

・生物多様性の保全 

事業効果 

検証・評価 

丹沢大山自然再生計画（第３期）／第３期水源環境保全・再生実行５か年計画 

第４次神奈川県ニホンジカ管理計画（2017～2021年度） 

＜事業展開＞         ＜技術開発＞     ＜モニタリング・評価＞ 

 

シカ生息下での健全な森林生態系の保全・再生 

生態系健全化の指針となる森林タイプ毎の生物多様性回復レベル評価技術の開発。 

ワイルドライフレンジャー等の管理捕獲の捕獲効率向上に資する捕獲支援技術の開発。 
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７ 研究開発の推進体制 

（１）推進体制の方向性 

ア プロジェクト型総合研究の推進 

地域の自然環境における行政課題の解決に向けた技術手法の開発、新事業の提案を

目指して、専門性を持つコア研究員を核に、任期付き研究員、外部研究者、大学、

行政担当者、県民などの外部人材を積極的に活用したプロジェクトを、短期（３

～５年）あるいは中期（10 年程度）に限り予算を集中化し、組織的・時限的に取

り組む。 

 

イ 自然環境保全センターの機能を活かした研究開発の推進 

自然環境の保全・再生事業を効果的に推進する中核機関として、調査研究、普

及、事業の部門が一つにまとまっている当センターの機能・利点を最大限活用し

て、引き続き、センター事業部門や関係行政機関などによる各種施策・事業の計

画策定、事業実施、評価検証及び見直しの支援を、多様な主体と協力しながら研

究開発に取り組んでいく。（図－６） 

 

 

P

OR

D
事業実施

A 改善 工夫 反映
（行政・研究）

C
 

図－６ 研究開発の推進体制 
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ウ 多様な主体が行う地域の自然環境調査への支援 

丹沢大山総合調査での取組を活かして、行政や地域、自然再生委員会などの多

様な主体が行う地域自然環境総合調査において、調査の企画・コーディネートや

関係する調査研究の成果の提供、調査結果の総合解析など多面的な支援を行う。 

   また、一般の方も参加が可能な植物や動物の生き物調査など、県民との協働で

研究を進める取組を検討、実施する。 

 

エ 研究成果の集積と総合解析 

各種研究・技術開発・モニタリング調査などから得られた科学的情報を蓄積し、

対策の優先順位等の判断材料となる自然生態系の時系列変化や要因の相互関係に

ついて総合的な解析によって定期的に把握し、順応的管理による事業の推進を支

援する。特に、空間情報は GIS データとして一元的に収集・管理し、事業部門や

実施主体に関わらず、情報を串刺しにした総合的な解析ができるように努める。 

 

オ 研究成果の普及・発信 

各種研究・技術開発・モニタリング調査などから得られた各種の研究成果を基

に研修、現地指導や林業技術現地適応化促進事業の実施などを通じて事業担当職

員や林業普及指導員の現場の課題解決を積極的に支援する。 

特に林業技術現地適応化促進事業については、無花粉スギ生産技術の現地適用

化を進めており、研究員の現地指導等により、普及員や生産者へ直接指導をはか

り、現地適用化をはかる。 

研究成果は逐次、報告書、業務報告、論文、技術マニュアル、計画・指針、提

言などを通じて、事業への橋渡しを行い、行政施策に直接活用するとともに、成

果報告会の開催やホームページ、自然環境の現状を紹介する図鑑やデータブック

の発行をする等、県民に対して多様なチャンネルや活動を通じて分かりやすい内

容で積極的に発信する取組を推進する。 

また、研究の成果や自然再生の取組について、特にこどもたちへ紹介する機会

を積極的に設けて、こどもたちの自然科学への興味・関心を高め、科学技術を担

う次代の人材の育成を図る。 

 

（２）推進体制の構築 

 ア 人材の育成 

   プロジェクト型総合研究の核となる、マネジメント能力を有した専門性を持つ

研究員を育成するため、国等の階層別・課題別研修等の積極的な活用や、学会誌

への論文投稿や発表など外部発信を奨励し、基礎的な研究能力の向上を目指すと

ともに、他研究機関との共同研究、委託研究や外部研究者との交流を積極的に行
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うことで、研究業務マネジメントの能力を養成する。 

 イ 研究体制の維持・強化 

任期付研究員制度、特別研究員制度、人事交流制度等や派遣研究員の活用を検

討する等、多面的な人材確保を図りプロジェクト型総合研究に対応した専門性を

有する外部人材を活用した、総合的かつ柔軟な研究開発の推進体制を構築する。 

 

 ウ 研究資金の確保 

   引き続き水源環境保全再生施策の推進による資金を活用するほか、農林水産技

術会議や科研費等の国等による外部資金の確保を図り、多様な資金による研究の

推進を図る。 

 

（３）研究・開発の進行管理と不正行為の防止 

ア 研究・開発の進行管理 

試験研究課題の設定にあたっては、関係機関等から試験研究に対する要研究問

題を収集し、研究に対するニーズを的確に把握する。また、長期的な課題や情勢

変化に対応するため、農林水産技術会議の課題設定部会などを活用して、分野内

外の有識者の助言を研究推進に反映する。 

設定された課題の県民のニーズとの適合性及び研究の推進状況に関し、機関評

価や農林水産技術会議の研究成果評価部会の仕組みを活用して、森林・林業及び

自然環境分野の研究に高い知見を有する外部の専門家等による客観的で適正な評

価を行い、その結果を研究・開発の効率的な推進に反映させていく。 

また、研究・開発について、県民の理解を得るとともに、評価の透明性・公明

性を確保するため、評価結果の諸情報を多様なチャンネルを通じて公表する。 

 

イ 研究・開発の不正行為の防止 

研究活動の不正行為及び研究費の不正使用を未然に防止するため、「神奈川県

自然環境保全センター研究活動の不正行為等への対応に関する規程」を定めて、

研究員の規律・意識を高め、不正行為への防止活動と研究倫理の保持及び向上に

努めるとともに、「不正防止計画」を作成して、不正を発生させる要因の把握に

努め、不正防止計画についての点検・評価を行い、必要に応じて、その見直しを

図る。 
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成果品目録（2012年以降） 

 

１ 手引き、マニュアル、図鑑、センター報告特集類 

 

（１）ブナ林関係 

『丹沢山地のブナ林再生に向けて～衰退原因の解明と再生技術の開発～』自然環境保全セ

ンター報告  

第 14号，92pp，2016年 

『丹沢の希少植物図鑑―希少植物の保護に向けて―』57pp，2016年 

『丹沢ブナ林の再生指針（素案）』2017年  

 

（２）水源林関係 

『森林における水環境モニタリングの始動』自然環境保全センター報告 第 10 号，287pp，

2013 年 

『水源林整備の手引き 改訂第 1 版』56pp,2013年（当センター水源の森林推進課発行，研

究連携課執筆協力） 

『神奈川県広葉樹実生図鑑 改訂第 2 版』148pp，2016年 

『水源林整備の手引き 改訂第 2 版』57pp,2017 年（水源環境保全課発行，研究連携課執筆

協力） 

（印刷中） 

 

（３）シカ関係 

『第 2 次神奈川県ニホンジカ保護管理計画の取組みとその成果』自然環境保全センター報

告 第 11号，93pp，2013 年 

『神奈川県シカ不嗜好性植物図鑑』58pp，2016年 
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２ 査読付き論文 

 

（１）ブナ林関係 

①大気環境 

斎藤正彦・若松伸司・岡﨑友紀代・堀越信治・山根正伸・相原敬次（2012）数値モデルを

用いた丹沢山地のオゾンの挙動解析．大気環境学会誌 47：217- 230． 

斎藤正彦・若松伸司・相原敬次（2013）丹沢山地における樹木のオゾン取込み量の推定．

大気環境学会誌 48：251- 259． 

 

②シカと植生 

田村 淳（2013）シカによりスズタケが退行したブナ林において植生保護柵の設置年の差

異が林床植生の回復と樹木の更新に及ぼす影響．日本森林学会誌 95：8- 14． 

田村 淳 (2016) 丹沢山地の自然環境保全の側面から見た森林の諸問題と適正管理に向け

ての課題―シカの増加等から見えてくる都市近郊林の諸問題. 環境情報科学 45(2): 

52- 56. 

Tamura A（ 田 村  淳 ） (2016) Potential of soil seed banks in the ecological 

restoration of overgrazed floor vegetation in a cool - temperate old - growth 

damp forest in eastern Japan. Jou rnal of Forest Research 21: 43 - 56. 

 

③ブナハバチ 

谷脇徹・渡辺恭平（2012）神奈川県丹沢山天王寺尾根で確認されたブナハバチの捕食寄生

蜂相．昆蟲（ニューシリーズ）15：2- 14． 

谷脇徹・山根正伸・田村淳・相原敬次・越地正・谷晋・伴野英雄・山上明（2013）ブナハ

バチ雌成虫の発生とブナ展葉の同時性が被食量に及ぼす影響．昆蟲（ニューシリーズ）

16：218- 224． 

谷脇徹（2013）衝突板トラップの色によるブナハバチ成虫の誘引効果の差異．昆蟲（ニュ

ーシリーズ）16：159- 165． 

谷脇徹（2014）ブナハバチ成虫の生存と卵生産に及ぼす温度および食物の影響．昆蟲（ニ

ューシリーズ）17：1- 7． 

谷脇徹（2014）ブナハバチ成虫で観察されたブナ樹液摂取行動．環動昆 25：147- 151． 

谷脇徹・渡辺恭平（2014）捕食寄生蜂 2 種のブナハバチ繭への寄生生態．昆蟲（ニューシ

リーズ）17：131- 134． 

谷脇徹・山根正伸・伴野英雄・谷晋・山上明（2014）ブナハバチの繭形成期の死亡に及ぼ

す土壌条件の影響．環動昆 25：75- 80． 

谷脇徹・猪野正明・鶴田英人・齋藤央嗣・相原敬次・岡田充弘（2015）ブナ若木へのジノ

テフラン樹幹注入によるブナハバチの防除効果．樹木医学研究 19：139- 148． 
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Watanabe K, Taniwaki T （谷脇徹）and Kasparyan D. (2015) Tanzawana flavomaculata 

(Hymenoptera, Ichneumonidae, Ctenopelmatinae), a new genus and species of 

parasitoid of Fagineura crenativora  (Tenthredinidae , Nematinae), a serious 

pest of beech tree. Zootaxa 4040:  236- 242. 

Watanabe K,  Taniwaki T （ 谷 脇 徹 ） (2015) Review of the Genera Atophotrophos 

Cushman, 1940, Cladeutes, Townes, 1969, Hercus Townes, 1969, and 

Neliopisthus  Thomson, 1883, from Japan (Hymenoptera: Ichneumonidae: 

Tryphoninae). Japanese Journal of Systematic Entomology  21:  69- 75. 

 

④希少種 

Koike S, Nakashita R, Naganawa K, Koyama M, Tamura A（田村 淳）(2013) Changes 
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